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平成２７年度事務事業における 
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平成２7年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

1 文書取扱事業 総務企画課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

2 法規管理事業 総務企画課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

3 広報区長会事業 総務企画課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

4 広報紙発行事業 総務企画課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

5 自衛官募集事務 総務企画課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

6 行政相談業務事業 総務企画課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

7 企画調整事業 総務企画課 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

8 交流促進事業 総務企画課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

9 住民自治推進事業 総務企画課 Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙1頁の

とおり

現状のまま継続

10 ●【評価対象外】移住・定住推進事業 総務企画課 － － － － － － 評価なし

11 参画協働推進事業 総務企画課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

12 女性政策事業 総務企画課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

13 電子計算処理運営事業 総務企画課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

14 情報化推進事業 総務企画課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

15
●【評価対象外】総合行政ネットワーク保守管理事業

総務企画課 － － － － － － 評価なし

16 ●【評価対象外】地域振興計画事業 総務企画課 － － － － － － 評価なし

17 地域振興事業 総務企画課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

18 集会所整備事業 総務企画課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

19 集会所改修等事業 総務企画課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

20 市制１０周年記念事業 総務企画課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業廃止と判断し行政

評価委員会に諮る。

事業を休止、廃止する。

21 ●【評価対象外】統計調査事務 総務企画課 － － － － － － 評価なし

22 ●【評価対象外】学校基本調査事業 総務企画課 － － － － － － 評価なし

23 ●【評価対象外】工業統計調査事業 総務企画課 － － － － － － 評価なし

24 ●【評価対象外】国勢調査事業 総務企画課 － － － － － － 評価なし

25 ●【評価対象外】住宅・土地統計調査事業 総務企画課 － － － － － － 評価なし

26 ●【評価対象外】経済センサス統計調査事業 総務企画課 － － － － － － 評価なし

27 ●【評価対象外】漁業センサス統計調査事業 総務企画課 － － － － － － 評価なし

28 ●【評価対象外】全国消費実態調査事業 総務企画課 － － － － － － 評価なし

二次評価 外部評価 最終判断

一次評価

番号 事務事業名称 担当課

自己評価
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平成２7年度事務事業

1 文書取扱事業

2 法規管理事業

3 広報区長会事業

4 広報紙発行事業

5 自衛官募集事務

6 行政相談業務事業

7 企画調整事業

8 交流促進事業

9 住民自治推進事業

10 ●【評価対象外】移住・定住推進事業

11 参画協働推進事業

12 女性政策事業

13 電子計算処理運営事業

14 情報化推進事業

15
●【評価対象外】総合行政ネットワーク保守管理事業

16 ●【評価対象外】地域振興計画事業

17 地域振興事業

18 集会所整備事業

19 集会所改修等事業

20 市制１０周年記念事業

21 ●【評価対象外】統計調査事務

22 ●【評価対象外】学校基本調査事業

23 ●【評価対象外】工業統計調査事業

24 ●【評価対象外】国勢調査事業

25 ●【評価対象外】住宅・土地統計調査事業

26 ●【評価対象外】経済センサス統計調査事業

27 ●【評価対象外】漁業センサス統計調査事業

28 ●【評価対象外】全国消費実態調査事業

番号 事務事業名称

行政評価実施事業一覧表

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

文書管理に対する考え方、保存方法について、

まだ職員に徹底されていない状況である。新庁

舎完成後の事務室移転以降は全庁統一的な取扱

いができるよう、それまでに周知徹底する必要

がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

担当課において、国の法律改正に伴う条例改正

等の必要性を把握する時期が遅れる事例が発生

しており、職員の例規整備に関する意識を高め

る必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

本来区長協議会は、市の広報・広聴行政につい

ての各地区の課題について、区長が意見を交わ

す場であるが、現在は地区から市への要望事項

に対し、個々に市が回答する場になっている。

もっと区長が論議し、協議会の総意として結論

を得るような運営を考える必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

現在事業としては、市内の中学生がアメリカオ

レゴン州セイラム市でホームステイする事業の

みである。今後事業の拡大が見込めないのであ

れば、国際交流事業としての位置付けを見直す

必要がある。

行政評価委員会抽出事業

（二次評価者コメント）

本市が当初中山・双海地区において重点的に設

立を目指した住民自治組織は、一向に成果が上

げられず現在に至っている。今後は、組織の設

立にこだわらず、自主的な住民活動事業に対す

る支援の在り方を検討すべきと考える。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

現在まで具体的な住民参画協働事業は実施され

ておらず、市の条例や計画策定時の意見公募、

審議会等への公募委員の募集などで施策に市民

の意見を反映させようとしてきた。今後は、地

方創生という視点で具体的な参画協働事業を展

開する必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

住民情報システムの導入により、総合窓口の設

置や各種証明書のコンビニ交付など住民サービ

スの向上が期待できるが、新システムが有効に

稼動するよう職員に十分な研修と指導を行う必

要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

職員ポータルシステムについて、現在一部の機

能しか活用できていない。機能を周知し、有効

活用を図られたい。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

地方創生に向けて、新たな制度の設計を図られ

たい。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

本事業は、市単独事業であり、財源の確保は今

後ますます困難となる。新築・改築は、事業費

も多くなるため、改修により長寿命化を図るた

めの補助制度を検討する必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

集会所整備事業と合わせ、制度の見直しを検討

する必要がある。

最終判断コメント 二次評価のコメント（参考）
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平成２7年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

二次評価 外部評価 最終判断

一次評価

番号 事務事業名称 担当課

自己評価

29 ●【評価対象外】農林業センサス統計調査事業 総務企画課 － － － － － － 評価なし

30 ●【評価対象外】その他統計事務 総務企画課 － － － － － － 評価なし

31
●【評価対象外】経済センサス・商業統計調査事業

総務企画課 － － － － － － 評価なし

32 ●【評価対象外】総務管理一般事務 総務企画課 － － － － － － 評価なし

33 職員研修事業 総務企画課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ

良好と評価し更なる事

業推進を求める。

さらに重点化

34 職員福利厚生事業 総務企画課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

35 交通安全施設整備事業 危機管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

36 交通指導員設置事業 危機管理課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

37 伊予交通安全協会交通指導員設置事業 危機管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

38 交通安全推進事業 危機管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

39 防災会議事業 危機管理課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

40 防災行政無線等管理事業 危機管理課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

41 ●【評価対象外】防災一般事務 危機管理課 － － － － － － 評価なし

42 防災訓練事業 危機管理課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

良好と評価し更なる事

業推進を求める。

さらに重点化

43 備蓄物資等整備事業 危機管理課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

良好と評価し更なる事

業推進を求める。

さらに重点化

44 防災対策事業 危機管理課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

45 防犯対策事業 危機管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

46 安全安心まちづくり支援事業 危機管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

47 出動手当支給事務 危機管理課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

48 水防業務推進事業 危機管理課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

49 国民保護協議会事業 危機管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

50 自主防災組織等育成事業 危機管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

51 ●【評価対象外】一部事務組合負担金 危機管理課 － － － － － － 評価なし

52 消防団人件費支給事務 危機管理課 Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

53
●【評価対象外】愛媛県市町総合事務組合負担金事務

危機管理課 － － － － － － 評価なし

54 消防団員手当支給事務 危機管理課 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

55 消防団設備事業 危機管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

56 消防関係団体育成事業 危機管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

57 消防団運営事業 危機管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

58 消防団施設事業 危機管理課 Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙2頁の

とおり

現状のまま継続

59 防火水槽事業 危機管理課 Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

60 予算編成事務 財務課 Ｂ Ｂ Ｃ Ａ Ａ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

61 起債管理事務 財務課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

62 普通財産管理事務 財務課 Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ｃ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

63 固定資産台帳整備事業 財務課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続
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平成２7年度事務事業

番号 事務事業名称

29 ●【評価対象外】農林業センサス統計調査事業

30 ●【評価対象外】その他統計事務

31
●【評価対象外】経済センサス・商業統計調査事業

32 ●【評価対象外】総務管理一般事務

33 職員研修事業

34 職員福利厚生事業

35 交通安全施設整備事業

36 交通指導員設置事業

37 伊予交通安全協会交通指導員設置事業

38 交通安全推進事業

39 防災会議事業

40 防災行政無線等管理事業

41 ●【評価対象外】防災一般事務

42 防災訓練事業

43 備蓄物資等整備事業

44 防災対策事業

45 防犯対策事業

46 安全安心まちづくり支援事業

47 出動手当支給事務

48 水防業務推進事業

49 国民保護協議会事業

50 自主防災組織等育成事業

51 ●【評価対象外】一部事務組合負担金

52 消防団人件費支給事務

53
●【評価対象外】愛媛県市町総合事務組合負担金事務

54 消防団員手当支給事務

55 消防団設備事業

56 消防関係団体育成事業

57 消防団運営事業

58 消防団施設事業

59 防火水槽事業

60 予算編成事務

61 起債管理事務

62 普通財産管理事務

63 固定資産台帳整備事業

行政評価実施事業一覧表

最終判断コメント 二次評価のコメント（参考）

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化するこ

と。

民間企業での研修を取り入れたことを評価し、

研修で得られた成果が個人に留まらず、組織に

反映できるよう更なる推進を求める。

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化するこ

と。

２８年度には実際の被害を想定した訓練が計画

されており、今後も避難所の開設等より具体的

な訓練を実施する必要がある。

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化するこ

と。

計画的に備蓄していることを評価しするが、当

初立てた計画の見直し、保管場所について今後

検討する必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

熊本・大分県で発生した震災で市民の防災に対

する関心がますます高まっており、行政には防

災対策のさらなる充実が求められる。より具体

的な取り組みを進める必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

組織の活性化には、活動を牽引するリーダーの

存在が不可欠であり、今後はその育成にも重点

を置く必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

今後も一般財源の不足が見込まれることから、

現在の整備計画を精査し、財政計画を反映した

計画を立案する必要がある。

行政評価委員会抽出事業

（二次評価者コメント）

今後も一般財源の不足が見込まれることから、

現在の整備計画を精査し、財政計画と合致した

計画を立案する必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

今後も一般財源が不足すると見込まれるため、

現在の整備計画を精査する必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

今後は、財政の中長期的な展望を基に計画的な

予算編成を行うとともに、市の重点施策を明確

にして予算編成方針を策定すること。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

今後一般財源が年々減少する中、公共建設事業

を実施するためには、過疎債などの地方債を財

源とせざるを得ないが、正確な起債管理を行う

ことにより、事業実施の決定において適切な判

断ができるようにしなければならない。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

未利用の普通財産の有効活用、売却は、長年の

課題であり、一向に成果が現れて来ない状況で

ある。固定資産台帳の整備に合わせ、これまで

の対応策を検証し、新たな取り組みを積極的に

展開する必要がある。
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平成２7年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

二次評価 外部評価 最終判断

一次評価

番号 事務事業名称 担当課

自己評価

64 ふるさと納税事業 財務課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ

良好と評価し更なる事

業推進を求める。

さらに重点化

65 ●【評価対象外】一般会計地方債元金償還金 財務課 － － － － － － 評価なし

66 ●【評価対象外】一般会計地方債利子償還金 財務課 － － － － － － 評価なし

67 ●【評価対象外】土地取得事業 財務課 － － － － － － 評価なし

68 ●【評価対象外】建物取得事業 財務課 － － － － － － 評価なし

69 ●【評価対象外】一般会計予備費 財務課 － － － － － － 評価なし

70 財政管理一般事務 財務課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

71 物品管理事務 財務課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

72 公用車管理事務 財務課 Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ｃ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

73 ●【評価対象外】財産管理共通事務 財務課 － － － － － － 評価なし

74 伊予地域事務所管理事業 財務課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

75 国民体育大会事業 国体推進課 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

良好と評価し更なる事

業推進を求める。

さらに重点化

76 中山地域事務所管理事業 中山地域事務所 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

77 双海地域事務所管理事業 双海地域事務所 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

78 民生児童委員事業 福祉課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

79 社会福祉協議会事業 福祉課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

80 保護司会事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

81 人権擁護委員事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

82 更生保護事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

83 ●【評価対象外】行旅人処置事業 福祉課 － － － － － － 評価なし

84 遺族会戦没者等援護事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

85 ボランティアセンター運営事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

86 地域福祉計画事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

87 ●【評価対象外】社会福祉一般事務 福祉課 － － － － － － 評価なし

88 人権対策事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

89 隣保館管理運営事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

90 生活保護事務 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

91 生活保護適正実施事業 福祉課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

92 被保護者就労支援事業 福祉課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

93 ●【評価対象外】生活扶助事業 福祉課 － － － － － － 評価なし

94 特別障害者手当給付事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

95 心身障害者扶養共済事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続
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平成２7年度事務事業

番号 事務事業名称

64 ふるさと納税事業

65 ●【評価対象外】一般会計地方債元金償還金

66 ●【評価対象外】一般会計地方債利子償還金

67 ●【評価対象外】土地取得事業

68 ●【評価対象外】建物取得事業

69 ●【評価対象外】一般会計予備費

70 財政管理一般事務

71 物品管理事務

72 公用車管理事務

73 ●【評価対象外】財産管理共通事務

74 伊予地域事務所管理事業

75 国民体育大会事業

76 中山地域事務所管理事業

77 双海地域事務所管理事業

78 民生児童委員事業

79 社会福祉協議会事業

80 保護司会事業

81 人権擁護委員事業

82 更生保護事業

83 ●【評価対象外】行旅人処置事業

84 遺族会戦没者等援護事業

85 ボランティアセンター運営事業

86 地域福祉計画事業

87 ●【評価対象外】社会福祉一般事務

88 人権対策事業

89 隣保館管理運営事業

90 生活保護事務

91 生活保護適正実施事業

92 被保護者就労支援事業

93 ●【評価対象外】生活扶助事業

94 特別障害者手当給付事業

95 心身障害者扶養共済事業

行政評価実施事業一覧表

最終判断コメント 二次評価のコメント（参考）

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化するこ

と。

郵便局との連携等制度が確立できたことによ

り、納税額は大幅に伸びたが、その大部分が特

定の人気のある返礼品の獲得を意図とした申込

みであった。今後さらに納税額を増大するため

には、地元生産者と連携し、魅力ある商品の提

供を可能とするとともに、観光振興などにも寄

与する制度としていかなければならない。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

今後財政状況が今以上に厳しくなる中、職員の

物品購入に対する節約の意識は十分ではない。

経費節減に向けた意識改革が必要と思われる。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

度重なる注意喚起にもかかわらず、公用車での

事故が多発した。さらなる職員の指導徹底が必

要である。

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化するこ

と。

２８年度のリハーサル大会に向け、全庁的に取

り組み、本大会へさらなる体制の強化を図って

行かなければならない。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

収益事業として市からの委託事業を実施する中

で、繰越金(内部留保金）がまだ多額に残って

おり、市補助金の見直しを更に検討する必要が

ある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

地区保護司会の拠点となる事務所（事務局）の

設置を進める。なお、設置経費について、松前

町、砥部町にも応分の負担を求めることとす

る。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

戦没者の遺族が高齢化し、平和祈念式典に列席

する小学生との年齢差が顕著になっており、今

後、遺族の出席が難しくなって来るとともに、

小学生についても学年全員を一度に参加させる

こともカリキュラム的に困難な状況となってい

るため、規模を縮小するなど平和祈念式典の開

催方法を検討するとともに、児童への平和教育

のあり方も見直す必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

多発する災害に対してボランティア活動の重要

性は高まっており、ボランティアセンターの役

割りもますます顕著なものとなっていることか

ら、本市のボランティアセンターもより一層の

活性化が望まれる。しかしながら、現在の本市

ボランティアセンターは社協事務局事務所の色

合いが強く、本来のボランティアセンターの指

定管理者の事務室として整理し、社協事務局は

別途に設置する必要がある。

6/30



平成２7年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

二次評価 外部評価 最終判断

一次評価

番号 事務事業名称 担当課

自己評価

96 障害者(児)タクシー利用助成事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

97 難聴児補聴器購入助成事業 福祉課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

98 小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業 福祉課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

99 障害者福祉一般事務 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

100 障害者福祉計画事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

101 介護給付費等支給事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

102 自立支援医療費支給事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

103 育成医療費支給事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

104 補装具費支給事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

105 障害支援区分判定等事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

106 成年後見制度利用支援事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

107 相談支援事業 福祉課 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

108 障害者自立支援協議会運営事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

109 意思疎通支援事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

110 地域活動支援センター運営事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

111 移動支援事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

112 日常生活用具費支給事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

113 日中一時支援事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

114 自動車改造・免許取得助成事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

115 障害者地域づくり推進事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

116 声の広報発行事業 福祉課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

117 ●【評価対象外】地域生活支援一般事務 福祉課 － － － － － － 評価なし

118 障害児通所給付事業 福祉課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

119 生活困窮者自立支援事業 福祉課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

120 臨時福祉給付金事業 福祉課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

既に廃止、又は廃止が

決定した事業である。

事業を休止、廃止する。

121 住宅新築資金等償還推進事業 福祉課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

122 子育て世帯臨時特例給付金事業 子育て支援課 Ｃ Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ Ｄ

既に廃止、又は廃止が

決定した事業である。

事業を休止、廃止する。

123 病児・病後児保育事業 子育て支援課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

良好と評価し更なる事

業推進を求める。

さらに重点化

124 児童扶養手当給付事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

125 地域組織活動育成事業 子育て支援課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

126 子ども・子育て支援事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

良好と評価し更なる事

業推進を求める。

さらに重点化

127 児童手当給付事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

128 子育て支援センター事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

良好と評価し更なる事

業推進を求める。

さらに重点化

129 ファミリーサポートセンター事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

130 保育所一般事務 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

131 私立児童運営事業 子育て支援課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

132 施設型給付・地域型保育給付事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙3頁の

とおり

さらに重点化
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平成２7年度事務事業

番号 事務事業名称

96 障害者(児)タクシー利用助成事業

97 難聴児補聴器購入助成事業

98 小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業

99 障害者福祉一般事務

100 障害者福祉計画事業

101 介護給付費等支給事業

102 自立支援医療費支給事業

103 育成医療費支給事業

104 補装具費支給事業

105 障害支援区分判定等事業

106 成年後見制度利用支援事業

107 相談支援事業

108 障害者自立支援協議会運営事業

109 意思疎通支援事業

110 地域活動支援センター運営事業

111 移動支援事業

112 日常生活用具費支給事業

113 日中一時支援事業

114 自動車改造・免許取得助成事業

115 障害者地域づくり推進事業

116 声の広報発行事業

117 ●【評価対象外】地域生活支援一般事務

118 障害児通所給付事業

119 生活困窮者自立支援事業

120 臨時福祉給付金事業

121 住宅新築資金等償還推進事業

122 子育て世帯臨時特例給付金事業

123 病児・病後児保育事業

124 児童扶養手当給付事業

125 地域組織活動育成事業

126 子ども・子育て支援事業

127 児童手当給付事業

128 子育て支援センター事業

129 ファミリーサポートセンター事業

130 保育所一般事務

131 私立児童運営事業

132 施設型給付・地域型保育給付事業

行政評価実施事業一覧表

最終判断コメント 二次評価のコメント（参考）

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

受給対象者並びに関係機関に対する制度周知を

図り、適用漏れがないよう徹底を図る。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

タイムケア事業を廃止したことから、次年度か

らは活動指標として放課後等デイサービス事業

の実績を掲げ、事業の成果を測ること。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

市内への施設の新規開設によりサービス利用が

急激に増加することが予想されるため、適切な

事業運営に努める必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

より一層の制度周知と効果的な相談支援を実施

する必要がある。

臨時福祉給付金の制度は単年度事業であり、当

該年度終了時点で事業廃止となり、Ｈ２８年度

事業完了後はＨ29年度から新たに年金生活者支

援給付金へ移行される予定であったが、消費税

10％への引上げが延期となったことから、この

制度も延期となる見込みとなった。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

住宅新築資金等貸付金は私債権となり、その多

くが時効を向えており、回収の見込みのないこ

の債権の取扱いを明確にするため、債権管理条

例を制定し、徴収停止や放棄等の基準を定め

て、この際債権管理の効率化を図る必要があ

る。

Ｈ27年度を以って事業廃止となった。

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化するこ

と。

Ｈ２８年度から本市で独自に事業を実施するこ

ととなり、お迎えサービスの実施など利用者の

大幅増が見込まれる。今後は定数増も検討し、

制度の一層の充実を図る。なお、国・県からの

補助を強く求めていく必要がある。

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化するこ

と。

今後も限られた予算の範囲内ではあるが、工夫

のうえ更なる事業の推進を図っていく。

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化するこ

と。

子ども総合センターと連携し効果的に事業を推

進しており、今後、子育て世代包括支援セン

ターへの移行を視野に一層の事業推進を図る。

　平成29年4月から定員96名の民間の幼保連携

型認定こども園が開設の予定となっている。国

が定める事業であることから、引き続き事業を

継続し、待機児童が発生しないようにするこ

と。

行政評価委員会抽出事業

（二次評価者コメント）

子ども子育て支援新制度の実施に伴い、新たに

小規模保育園３園が開設しており、その効果を

検証するため、行政評価委員会に諮る。

8/30



平成２7年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

二次評価 外部評価 最終判断

一次評価

番号 事務事業名称 担当課

自己評価

133 放課後児童健全育成事業 子育て支援課 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙4頁の

とおり

さらに重点化

134 子育て支援ホームヘルプサービス事業 子育て支援課 Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

135 こんにちは赤ちゃん事業 子育て支援課 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

136 家庭児童相談員事業 子育て支援課 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ

良好と評価し更なる事

業推進を求める。

さらに重点化

137 助産施設入所事業 子育て支援課 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

138 児童福祉一般事務 子育て支援課 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

139 おおひら保育所運営事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

140 なかむら保育所運営事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

141 みどり保育所運営事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

142 ぐんちゅう保育所運営事業 子育て支援課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙5頁の

とおり

見直しのうえ継続

143 とりのき保育所運営事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

144 うえの保育所運営事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

145 中山保育所運営事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

146 ●【評価対象外】佐礼谷保育所運営事業 子育て支援課 － － － － － － 評価なし

147 上灘保育所運営事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

148 下灘保育所運営事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

149 母子父子自立支援事業 子育て支援課 Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

150 児童館運営事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

151 児童センター運営事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

152 介護サービス適正実施指導事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

153 低所得者対策事業 長寿介護課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

154 高額介護サービス費貸付事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

155 ●【評価対象外】介護保険特別会計繰出金 長寿介護課 － － － － － － 評価なし

156
●【評価対象外】介護保険特別会計繰出金（サービス勘定）

長寿介護課 － － － － － － 評価なし

157 (介保)一般管理事務 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

158 (介保)賦課徴収事務 長寿介護課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

159 (介保)認定審査会事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

160 (介保)認定事務 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

161 ●【評価対象外】(介保)介護サービス等給付事業 長寿介護課 － － － － － － 評価なし

162 ●【評価対象外】(介保)審査支払手数料事務 長寿介護課 － － － － － － 評価なし

163
●【評価対象外】(介保)高額介護サービス費給付事業

長寿介護課 － － － － － － 評価なし

164
●【評価対象外】(介保)特定入所者介護サービス費給付事業

長寿介護課 － － － － － － 評価なし

165
●【評価対象外】(介保)介護予防サービス等給付事業

長寿介護課 － － － － － － 評価なし

166
●【評価対象外】（介保）高額医療合算介護サービス等給付事業

長寿介護課 － － － － － － 評価なし

167 〔8130〕（介保）住宅改修支援事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

168 ●【評価対象外】(介保)基金積立金 長寿介護課 － － － － － － 評価なし

169 (介保)介護予防二次予防対象者施策事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

170 (介保)介護予防一次予防対象者施策事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

171
●【評価対象外】介護予防・日常生活支援総合事業

長寿介護課 － － － － － － 評価なし

172 (介保)介護予防ケアマネジメント事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

173 (介保)総合相談事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

174 (介保)権利擁護事業 長寿介護課 Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

175 (介保)包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

176 (介サービス)一般管理事務 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

177 (介サービス)介護予防サービス計画事業 長寿介護課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

178 ●【評価対象外】(介サービス)事業予備費 長寿介護課 － － － － － － 評価なし
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平成２7年度事務事業

番号 事務事業名称

133 放課後児童健全育成事業

134 子育て支援ホームヘルプサービス事業

135 こんにちは赤ちゃん事業

136 家庭児童相談員事業

137 助産施設入所事業

138 児童福祉一般事務

139 おおひら保育所運営事業

140 なかむら保育所運営事業

141 みどり保育所運営事業

142 ぐんちゅう保育所運営事業

143 とりのき保育所運営事業

144 うえの保育所運営事業

145 中山保育所運営事業

146 ●【評価対象外】佐礼谷保育所運営事業

147 上灘保育所運営事業

148 下灘保育所運営事業

149 母子父子自立支援事業

150 児童館運営事業

151 児童センター運営事業

152 介護サービス適正実施指導事業

153 低所得者対策事業

154 高額介護サービス費貸付事業

155 ●【評価対象外】介護保険特別会計繰出金

156
●【評価対象外】介護保険特別会計繰出金（サービス勘定）

157 (介保)一般管理事務

158 (介保)賦課徴収事務

159 (介保)認定審査会事業

160 (介保)認定事務

161 ●【評価対象外】(介保)介護サービス等給付事業

162 ●【評価対象外】(介保)審査支払手数料事務

163
●【評価対象外】(介保)高額介護サービス費給付事業

164
●【評価対象外】(介保)特定入所者介護サービス費給付事業

165
●【評価対象外】(介保)介護予防サービス等給付事業

166
●【評価対象外】（介保）高額医療合算介護サービス等給付事業

167 〔8130〕（介保）住宅改修支援事業

168 ●【評価対象外】(介保)基金積立金

169 (介保)介護予防二次予防対象者施策事業

170 (介保)介護予防一次予防対象者施策事業

171
●【評価対象外】介護予防・日常生活支援総合事業

172 (介保)介護予防ケアマネジメント事業

173 (介保)総合相談事業

174 (介保)権利擁護事業

175 (介保)包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

176 (介サービス)一般管理事務

177 (介サービス)介護予防サービス計画事業

178 ●【評価対象外】(介サービス)事業予備費

行政評価実施事業一覧表

最終判断コメント 二次評価のコメント（参考）

平成27年９月から旧伊予市内においては、児童

クラブの民間委託を行い、料金もサービスも統

一した。中山、双海地域においても、今後民間

委託を推進する運びである。国が定めた事業で

あり、市中心部では事業を拡大するなど保護者

のニーズに対応した事業を進めること。

行政評価委員会抽出事業

（二次評価者コメント）

一部の児童クラブについて、保護者等を中心と

した運営委員会への委託から民間事業者への委

託へ変更しており、その効果を検証するため行

政評価委員会へ諮る。

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化するこ

と。

子ども総合センター開設により、様々な子育て

支援に対応できる体制が整った。今後、適応指

導教室の開設を控え、更なる事業の推進を図っ

ていく。

ぐんちゅう保育所で実施している延長保育や一

時預かり事業の活動実績が表示されていないの

で見直すこと。ビデオカメラを設置するなど

ICT化を進め、事故防止を進めること。またバ

イキング方式の給食を他の園でも実施するこ

と。

行政評価委員会抽出事業

（二次評価者コメント）

園独自の保育内容の提供があり、保育内容も充

実している本保育所について、その運営状況を

検証するため、行政評価委員会に諮る。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。 一層の制度周知を図る必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。 滞納整理を進め、さらに徴収率の向上を図る。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

調査員の資質向上を図り、認定調査業務を的確

に進める必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

一層の市民への制度周知、適切な制度運営を進

める。
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平成２7年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

二次評価 外部評価 最終判断

一次評価

番号 事務事業名称 担当課

自己評価

179 敬老事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙6頁の

とおり

現状のまま継続

180 養護老人ホーム入所措置事業 長寿介護課 Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

181 シルバー人材センター事業 長寿介護課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

182 老人クラブ育成事業 長寿介護課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

183 老人福祉一般事務 長寿介護課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

184 〔1330〕高齢者家庭相談員設置事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙7頁の

とおり

現状のまま継続

185 〔1330〕高齢者心配ごと相談事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙8頁の

とおり

現状のまま継続

186 〔1330〕ふれあいいきいきサロン事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙9頁の

とおり

さらに重点化

187 老人福祉センター事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

既に廃止、又は廃止が

決定した事業である。

事業を休止、廃止する。

188 老人憩の家運営事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

189 ふれあいプラザ運営事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

190 デイサービスセンター運営事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

191 三世代交流拠点施設運営事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

192 高齢者共同住居運営事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

193 〔8130〕（介保）高齢者安否確認見守り事業 長寿介護課 Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙10頁の

とおり

さらに重点化

194 〔8130〕（介保）家族介護教室実施事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

195 〔8130〕（介保）介護用品支給事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

196 〔8130〕（介保）成年後見制度利用支援事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

197
〔8130〕（介保）在宅高齢者家族介護手当支給事業

長寿介護課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

198 〔1330〕緊急通報体制等整備事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙11頁の

とおり

現状のまま継続

199 〔5500〕福祉バス運行事業 長寿介護課 Ｂ Ｅ Ｅ Ｂ Ｅ Ｅ

既に廃止、又は廃止が

決定した事業である。

事業を休止、廃止する。

200 〔5500〕介護予防バス運行事業 長寿介護課 Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

201 重度心身障害者医療費助成事業 保険年金課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

202 ●【評価対象外】重度心身障害者医療一般事務 保険年金課 － － － － － － 評価なし

203 国民年金取扱事務 保険年金課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

204 ●【評価対象外】老人保健医療事務 保険年金課 － － － － － － 評価なし

205 ●【評価対象外】後期高齢者医療事務 保険年金課 － － － － － － 評価なし

206 ひとり親家庭医療費助成事業 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

207 ●【評価対象外】ひとり親家庭医療一般事務 保険年金課 － － － － － － 評価なし

208 乳幼児医療費助成事業 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

209 ●【評価対象外】乳幼児医療一般事務 保険年金課 － － － － － － 評価なし

210 ●【評価対象外】未熟児養育医療給付事業 保険年金課 － － － － － － 評価なし

211 （後期高齢）一般管理事務 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

212 （後期高齢）徴収事務 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続
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平成２7年度事務事業

番号 事務事業名称

179 敬老事業

180 養護老人ホーム入所措置事業

181 シルバー人材センター事業

182 老人クラブ育成事業

183 老人福祉一般事務

184 〔1330〕高齢者家庭相談員設置事業

185 〔1330〕高齢者心配ごと相談事業

186 〔1330〕ふれあいいきいきサロン事業

187 老人福祉センター事業

188 老人憩の家運営事業

189 ふれあいプラザ運営事業

190 デイサービスセンター運営事業

191 三世代交流拠点施設運営事業

192 高齢者共同住居運営事業

193 〔8130〕（介保）高齢者安否確認見守り事業

194 〔8130〕（介保）家族介護教室実施事業

195 〔8130〕（介保）介護用品支給事業

196 〔8130〕（介保）成年後見制度利用支援事業

197
〔8130〕（介保）在宅高齢者家族介護手当支給事業

198 〔1330〕緊急通報体制等整備事業

199 〔5500〕福祉バス運行事業

200 〔5500〕介護予防バス運行事業

201 重度心身障害者医療費助成事業

202 ●【評価対象外】重度心身障害者医療一般事務

203 国民年金取扱事務

204 ●【評価対象外】老人保健医療事務

205 ●【評価対象外】後期高齢者医療事務

206 ひとり親家庭医療費助成事業

207 ●【評価対象外】ひとり親家庭医療一般事務

208 乳幼児医療費助成事業

209 ●【評価対象外】乳幼児医療一般事務

210 ●【評価対象外】未熟児養育医療給付事業

211 （後期高齢）一般管理事務

212 （後期高齢）徴収事務

行政評価実施事業一覧表

最終判断コメント 二次評価のコメント（参考）

敬老会への出席率が低下してきており、事業の

あり方を見直すため、行政評価委員会に諮る。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

一般事務費であり、評価対象外事業にすべきと

思われる。

行政評価委員会抽出事業

（二次評価者コメント）

高齢者家庭相談員の役割は重要度を増してお

り、その事業効果を検証するため、行政評価委

員会に諮る。

行政評価委員会抽出事業

（二次評価者コメント）

相談件数の増加に示されるとおり、高齢者心配

ごと相談事業の重要性は増しており、その事業

効果を検証するため、行政評価委員会に諮る。

地域の方から参加してみたいという要望もあ

り、今後少しずつふれあいいきいきサロンを増

やしていくこと。

行政評価委員会抽出事業

（二次評価者コメント）

本事業については、各地域において特色ある取

り組みを行っており、その事業効果を検証する

ため、行政評価委員会に諮る。

Ｈ27年１０月末の施設廃止により事業終了と

なった。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

各指定管理者に対し、より一層の利用促進を図

るよう指導する。特に、永木ふれあい館につい

ては、利用促進に努めるとともに、事業効果を

検証する必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

指定管理者に対して施設の適正な運用について

指示するとともに、今後、施設そのものあり方

について検証する必要がある。

今後ますます高齢者が増え、調理の困難な方が

増える見込みである。高齢者の栄養管理という

面での効果も期待できることから重点化するこ

と。

行政評価委員会抽出事業

（二次評価者コメント）

Ｈ28年度から高齢者配食サービス事業に事業変

更し実施することとしており、その検証を行う

ため、行政評価委員会に諮る。

行政評価委員会抽出事業

（二次評価者コメント）

必要な事業であるが設置率が低下しており、こ

の際、事業効果を検証するため、行政評価委員

会に諮る。

コミュニティバスの運行に伴い、Ｈ27年６月30

日で事業廃止となった。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

Ｈ28年12月診療分から小・中学生の外来（通

院）分の助成が開始されるが、助成額の伸びを

的確に捉えてＨ29年度事業費を算定する必要が

ある。
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平成２7年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

二次評価 外部評価 最終判断

一次評価

番号 事務事業名称 担当課

自己評価

213 ●【評価対象外】（後期高齢）広域連合納付金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

214 ●【評価対象外】（後期高齢）保険料還付金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

215 ●【評価対象外】（後期高齢）還付加算金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

216 ●【評価対象外】（後期高齢）事業予備費 保険年金課 － － － － － － 評価なし

217 ●【評価対象外】国民健康保険特別会計繰出金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

218 健康啓発事業 保険年金課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

良好と評価し更なる事

業推進を求める。

さらに重点化

219 ●【評価対象外】診療所事務事業 保険年金課 － － － － － － 評価なし

220 ●【評価対象外】診療所特別会計繰出金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

221 (国保)一般管理事務 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

222 ●【評価対象外】(国保)連合会負担金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

223 (国保)運営協議会事業 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

224 (国保)趣旨普及事業 保険年金課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

225 (国保)医療費適正化特別対策事業 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

226
●【評価対象外】(国保)一般被保険者療養給付事業

保険年金課 － － － － － － 評価なし

227
●【評価対象外】(国保)退職被保険者等療養給付事業

保険年金課 － － － － － － 評価なし

228 ●【評価対象外】(国保)一般被保険者療養事業 保険年金課 － － － － － － 評価なし

229 ●【評価対象外】(国保)退職被保険者等療養事業 保険年金課 － － － － － － 評価なし

230 ●【評価対象外】(国保)審査手数料支給事務 保険年金課 － － － － － － 評価なし

231
●【評価対象外】(国保)一般被保険者高額療養費支給事業

保険年金課 － － － － － － 評価なし

232
●【評価対象外】(国保)退職被保険者等高額療養費支給事業

保険年金課 － － － － － － 評価なし

233
●【評価対象外】（国保）一般被保険者高額介護合算療養費支給事業

保険年金課 － － － － － － 評価なし

234
●【評価対象外】（国保）退職被保険者等高額介護合算療養費支給事業

保険年金課 － － － － － － 評価なし

235 ●【評価対象外】(国保)一般被保険者移送事業 保険年金課 － － － － － － 評価なし

236 ●【評価対象外】(国保)退職被保険者等移送事業 保険年金課 － － － － － － 評価なし

237 ●【評価対象外】(国保)出産育児一時金支給事業 保険年金課 － － － － － － 評価なし

238 ●【評価対象外】(国保)葬祭費支給事業 保険年金課 － － － － － － 評価なし

239
●【評価対象外】（国保）後期高齢者支援金支給事業

保険年金課 － － － － － － 評価なし

240
●【評価対象外】（国保）後期高齢者関係事務費拠出金

保険年金課 － － － － － － 評価なし

241
●【評価対象外】（国保）病床転換支援金支給事業

保険年金課 － － － － － － 評価なし

242
●【評価対象外】（国保）病床転換助成関係事務費拠出金

保険年金課 － － － － － － 評価なし

243 ●【評価対象外】（国保）前期高齢者納付金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

244
●【評価対象外】（国保）前期高齢者関係事務費拠出金

保険年金課 － － － － － － 評価なし

245 ●【評価対象外】(国保)老人保健医療費拠出金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

246 ●【評価対象外】（国保）介護納付金事務 保険年金課 － － － － － － 評価なし

247 ●【評価対象外】（国保）共同事業医療費拠出金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

248
●【評価対象外】(国保)その他共同事業事務拠出金

保険年金課 － － － － － － 評価なし

249
●【評価対象外】（国保）保険財政共同安定化事業拠出金

保険年金課 － － － － － － 評価なし

250
●【評価対象外】（国保）はり・きゅう施術等助成事業

保険年金課 － － － － － － 評価なし

251 ●【評価対象外】(国保)財政調整基金積立金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

252 ●【評価対象外】（国保）一時借入金利子 保険年金課 － － － － － － 評価なし

253 ●【評価対象外】（国保）国庫支出金等償還金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

254 ●【評価対象外】（国保）診療施設勘定繰出金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

255 ●【評価対象外】（国保）事業予備費 保険年金課 － － － － － － 評価なし

256 (国保)歯科診療所施設一般管理事務 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

257 (国保)歯科診療所研究研修事業 保険年金課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

258 (国保)歯科診療所医療機械器具購入事業 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

259 (国保)歯科診療所医療用消耗機材購入事業 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

260 (国保)歯科診療所医療用材料技工事業 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

261 (国保)歯科診療所医薬品衛生材料購入事業 保険年金課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

262 ●【評価対象外】(国保)歯科診療所臨床検査事業 保険年金課 － － － － － － 評価なし

263 ●【評価対象外】(国保)歯科診療施設予備費 保険年金課 － － － － － － 評価なし

264 ●【評価対象外】保健衛生総務一般事務 健康増進課 － － － － － － 評価なし

265 精神保健事業 健康増進課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

266 母子保健事業 健康増進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続
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平成２7年度事務事業

番号 事務事業名称

213 ●【評価対象外】（後期高齢）広域連合納付金

214 ●【評価対象外】（後期高齢）保険料還付金

215 ●【評価対象外】（後期高齢）還付加算金

216 ●【評価対象外】（後期高齢）事業予備費

217 ●【評価対象外】国民健康保険特別会計繰出金

218 健康啓発事業

219 ●【評価対象外】診療所事務事業

220 ●【評価対象外】診療所特別会計繰出金

221 (国保)一般管理事務

222 ●【評価対象外】(国保)連合会負担金

223 (国保)運営協議会事業

224 (国保)趣旨普及事業

225 (国保)医療費適正化特別対策事業

226
●【評価対象外】(国保)一般被保険者療養給付事業

227
●【評価対象外】(国保)退職被保険者等療養給付事業

228 ●【評価対象外】(国保)一般被保険者療養事業

229 ●【評価対象外】(国保)退職被保険者等療養事業

230 ●【評価対象外】(国保)審査手数料支給事務

231
●【評価対象外】(国保)一般被保険者高額療養費支給事業

232
●【評価対象外】(国保)退職被保険者等高額療養費支給事業

233
●【評価対象外】（国保）一般被保険者高額介護合算療養費支給事業

234
●【評価対象外】（国保）退職被保険者等高額介護合算療養費支給事業

235 ●【評価対象外】(国保)一般被保険者移送事業

236 ●【評価対象外】(国保)退職被保険者等移送事業

237 ●【評価対象外】(国保)出産育児一時金支給事業

238 ●【評価対象外】(国保)葬祭費支給事業

239
●【評価対象外】（国保）後期高齢者支援金支給事業

240
●【評価対象外】（国保）後期高齢者関係事務費拠出金

241
●【評価対象外】（国保）病床転換支援金支給事業

242
●【評価対象外】（国保）病床転換助成関係事務費拠出金

243 ●【評価対象外】（国保）前期高齢者納付金

244
●【評価対象外】（国保）前期高齢者関係事務費拠出金

245 ●【評価対象外】(国保)老人保健医療費拠出金

246 ●【評価対象外】（国保）介護納付金事務

247 ●【評価対象外】（国保）共同事業医療費拠出金

248
●【評価対象外】(国保)その他共同事業事務拠出金

249
●【評価対象外】（国保）保険財政共同安定化事業拠出金

250
●【評価対象外】（国保）はり・きゅう施術等助成事業

251 ●【評価対象外】(国保)財政調整基金積立金

252 ●【評価対象外】（国保）一時借入金利子

253 ●【評価対象外】（国保）国庫支出金等償還金

254 ●【評価対象外】（国保）診療施設勘定繰出金

255 ●【評価対象外】（国保）事業予備費

256 (国保)歯科診療所施設一般管理事務

257 (国保)歯科診療所研究研修事業

258 (国保)歯科診療所医療機械器具購入事業

259 (国保)歯科診療所医療用消耗機材購入事業

260 (国保)歯科診療所医療用材料技工事業

261 (国保)歯科診療所医薬品衛生材料購入事業

262 ●【評価対象外】(国保)歯科診療所臨床検査事業

263 ●【評価対象外】(国保)歯科診療施設予備費

264 ●【評価対象外】保健衛生総務一般事務

265 精神保健事業

266 母子保健事業

行政評価実施事業一覧表

最終判断コメント 二次評価のコメント（参考）

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化するこ

と。

事業を見直し、本来の健康増進事業としての成

果が見られた。医療費適正化への効果が発揮で

きるよう、講演内容を工夫し今後一層の事業充

実を図られたい。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

一般管理事務に係る経費であり、当然ながら縮

減に努め、適正執行を図る必要はあるものの、

本来、評価対象外事務として区分すべきもので

ある。
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平成２7年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

二次評価 外部評価 最終判断

一次評価

番号 事務事業名称 担当課

自己評価

267 予防接種事業 健康増進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

268 救急医療対策事業 健康増進課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

269 伊予保健センター管理運営事業 健康増進課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

270 双海保健センター管理運営事業 健康増進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

271 歯科保健センター運営事業 健康増進課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

272 健康増進事業 健康増進課 Ｂ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

273 （国保）特定健康診査等事業 健康増進課 Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

274 食育推進事業 健康増進課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

275 市税徴収事務 市民税務課 Ａ Ｃ Ｂ Ａ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

276 ●【評価対象外】市税還付金 市民税務課 － － － － － － 評価なし

277 （国保）国保税徴収事務 市民税務課 Ａ Ｃ Ｂ Ａ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

278
●【評価対象外】（国保）一般被保険者保険税還付金

市民税務課 － － － － － － 評価なし

279
●【評価対象外】（国保）退職被保険者等保険税還付金

市民税務課 － － － － － － 評価なし

280
●【評価対象外】（国保）一般被保険者等還付加算金

市民税務課 － － － － － － 評価なし

281
●【評価対象外】（国保）退職被保険者等還付加算金

市民税務課 － － － － － － 評価なし

282 戸籍住民基本台帳一般事務 市民税務課 Ａ Ｃ Ｃ Ａ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

283 マイナンバー事務 市民税務課 Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ｃ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

284 〔620〕(固定資産税)賦課事務 市民税務課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

285 ●【評価対象外】税務一般事務 市民税務課 － － － － － － 評価なし

286 〔620〕(市民税・諸税)賦課事務 市民税務課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

287 (国保)賦課事務 市民税務課 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

288 本庁舎建設事業 都市住宅課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

289 老人福祉施設建設事業 都市住宅課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙12頁の

とおり

事業を休止、廃止する。

290 都市計画推進事業 都市住宅課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

291 都市計画総務一般事務 都市住宅課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

292 車輌基地・貨物駅等周辺整備対策事業 都市住宅課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

293 図書館・文化ホール等建設事業 都市住宅課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙13頁の

とおり

さらに重点化

294 公園管理事業 都市住宅課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

295 しおさい公園管理運営事業 都市住宅課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

296 ふたみ潮風ふれあい公園管理運営事業 都市住宅課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

297 しもなだ運動公園管理運営事業 都市住宅課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

298 県施設公園管理運営事業 都市住宅課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

299 ●【評価対象外】都市総合文化施設運営事業 都市住宅課 － － － － － － 評価なし

300 （都市文化）都市総合文化施設運営事業 都市住宅課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

301
●【評価対象外】（都市文化）都市総合文化施設整備基金積立金

都市住宅課 － － － － － － 評価なし

302 住宅維持修繕事業 都市住宅課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

303 住宅管理事業 都市住宅課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続
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平成２7年度事務事業

番号 事務事業名称

267 予防接種事業

268 救急医療対策事業

269 伊予保健センター管理運営事業

270 双海保健センター管理運営事業

271 歯科保健センター運営事業

272 健康増進事業

273 （国保）特定健康診査等事業

274 食育推進事業

275 市税徴収事務

276 ●【評価対象外】市税還付金

277 （国保）国保税徴収事務

278
●【評価対象外】（国保）一般被保険者保険税還付金

279
●【評価対象外】（国保）退職被保険者等保険税還付金

280
●【評価対象外】（国保）一般被保険者等還付加算金

281
●【評価対象外】（国保）退職被保険者等還付加算金

282 戸籍住民基本台帳一般事務

283 マイナンバー事務

284 〔620〕(固定資産税)賦課事務

285 ●【評価対象外】税務一般事務

286 〔620〕(市民税・諸税)賦課事務

287 (国保)賦課事務

288 本庁舎建設事業

289 老人福祉施設建設事業

290 都市計画推進事業

291 都市計画総務一般事務

292 車輌基地・貨物駅等周辺整備対策事業

293 図書館・文化ホール等建設事業

294 公園管理事業

295 しおさい公園管理運営事業

296 ふたみ潮風ふれあい公園管理運営事業

297 しもなだ運動公園管理運営事業

298 県施設公園管理運営事業

299 ●【評価対象外】都市総合文化施設運営事業

300 （都市文化）都市総合文化施設運営事業

301
●【評価対象外】（都市文化）都市総合文化施設整備基金積立金

302 住宅維持修繕事業

303 住宅管理事業

行政評価実施事業一覧表

最終判断コメント 二次評価のコメント（参考）

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

救急医療機関の「コンビニ受診」や救急車の

「タクシー利用」などをなくし、適正利用が図

られるよう、さらに啓発に努めていく必要があ

る。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

成人歯科検診の実施など、歯科保健センターの

有効活用を進めていく必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

効果的な受診勧奨を行い、特定検診並びに特定

保健指導の受診率の向上を図る必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

今後とも通知カード、番号カードの確実な交付

と交付率の向上に努める。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

全体の工事完成が平成29年3月28日となってお

り、事務所移転が5月のゴールデンウィーク頃

を予定しており、本格稼動に向け、市民等に十

分な周知を行い混乱を招かないようにする。

施設は９月３０日に完成しているため、事業は

完了である。今後所管が変わり管理運営事業を

行うこととなる。

行政評価委員会抽出事業

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

平成３１年夏のオープンに向け、着実に進捗を

図ること。

行政評価委員会抽出事業

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

しおさい公園、五色浜公園、谷上山公園、南新

川児童公園の長寿命化計画に基づき、平成27年

度から平成36年度の10カ年で施設整備を行うこ

ととしているが、交付金の内示額が低くかつ本

市の厳しい財政事情の中で、計画どおり工事が

進捗していないのが現状である。今後、計画の

見直しや管理方法等について、検討する必要が

ある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

一次評価者の課題認識に加え、スポーツ棟の耐

震化について、補強工事の実施設計も完了した

ことから、来年度において工事費の予算化を図

り、早急な工事の実施を求む。
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平成２7年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

二次評価 外部評価 最終判断

一次評価

番号 事務事業名称 担当課

自己評価

304 住宅管理一般事務 都市住宅課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

305 長期計画道路新設改良事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙14頁の

とおり

現状のまま継続

306 橋梁維持事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙15頁の

とおり

さらに重点化

307 河川維持事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

308
●【評価対象外】県営事業負担金事務（道路改良等）

土木管理課 － － － － － － 評価なし

309 下水放流事業 土木管理課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｄ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙16頁の

とおり

現状のまま継続

310
●【評価対象外】県営事業負担金事務（港湾改修等）

土木管理課 － － － － － － 評価なし

311 港湾施設管理事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

312 (上屋)一般管理事業 土木管理課 Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

313 ●【評価対象外】(上屋)事業予備費 土木管理課 － － － － － － 評価なし

314 地籍情報管理事業 土木管理課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

315 法定外公共物管理事業 土木管理課 Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

316 土木総務一般事務 土木管理課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙17頁の

とおり

現状のまま継続

317 道路橋梁総務一般事務 土木管理課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

318 道路維持一般事務 土木管理課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

319 道路新設改良一般事務 土木管理課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

320 河川総務一般事務 土木管理課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

321 港湾管理一般事務 土木管理課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

322 集落・避難路保全斜面地震対策事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

323 道路台帳整備事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

324 道路維持修繕事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙18頁の

とおり

現状のまま継続

325 市単独舗装新設改良事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

326 街路樹等管理事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

327 市単独道路改良事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

328 道路補助災害復旧事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

329 道路単独災害復旧事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

330 ポンプ場管理事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙19頁の

とおり

現状のまま継続

331 樋門管理事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

332 スマートIC整備事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙20頁の

とおり

さらに重点化

333 ●【評価対象外】農地費一般事務 農林水産課 － － － － － － 評価なし

334 ●【評価対象外】土地改良振興事業 農林水産課 － － － － － － 評価なし

335
●【評価対象外】道後平野農業水利県営事業負担金

農林水産課 － － － － － － 評価なし

336 農村環境保全向上活動支援事業 農林水産課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

337 ●【評価対象外】県営地すべり対策事業負担金 農林水産課 － － － － － － 評価なし
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平成２7年度事務事業

番号 事務事業名称

304 住宅管理一般事務

305 長期計画道路新設改良事業

306 橋梁維持事業

307 河川維持事業

308
●【評価対象外】県営事業負担金事務（道路改良等）

309 下水放流事業

310
●【評価対象外】県営事業負担金事務（港湾改修等）

311 港湾施設管理事業

312 (上屋)一般管理事業

313 ●【評価対象外】(上屋)事業予備費

314 地籍情報管理事業

315 法定外公共物管理事業

316 土木総務一般事務

317 道路橋梁総務一般事務

318 道路維持一般事務

319 道路新設改良一般事務

320 河川総務一般事務

321 港湾管理一般事務

322 集落・避難路保全斜面地震対策事業

323 道路台帳整備事業

324 道路維持修繕事業

325 市単独舗装新設改良事業

326 街路樹等管理事業

327 市単独道路改良事業

328 道路補助災害復旧事業

329 道路単独災害復旧事業

330 ポンプ場管理事業

331 樋門管理事業

332 スマートIC整備事業

333 ●【評価対象外】農地費一般事務

334 ●【評価対象外】土地改良振興事業

335
●【評価対象外】道後平野農業水利県営事業負担金

336 農村環境保全向上活動支援事業

337 ●【評価対象外】県営地すべり対策事業負担金

行政評価実施事業一覧表

最終判断コメント 二次評価のコメント（参考）

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

一次評価者の課題認識に加え、本市にあっては

直営で管理運営を行っているが、職員だけでは

対応に限界があることから、指定管理者制度の

導入を模索している。しかし、移行にはいたっ

ていないため、適切な管理運営を構築するため

には、早急な指定管理者制度の導入を図るべき

である。

行政評価委員会抽出事業

（二次評価者コメント）

特に市道高野川駅線は、地域の生活道路として

の位置付けが高く、住民からも改良事業の切な

る要望があったことから、早期完成を目指すこ

とを求む。

現在295橋の維持修繕を行っており、今後ます

ます50年が近づく橋梁がたくさん増えてくるた

め、重点化した対応とすること。

行政評価委員会抽出事業

評価段階で低評価となっていることから、行政

評価委員会に諮る。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

自己評価の課題認識も妥当性があることから、

評価として記載を求む。

行政評価委員会抽出事業

行政評価委員会抽出事業

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

街路樹の枯損が見られるが、適宜にパトロール

を実施し、発見しだい植替えするなど、景観形

成の観点から早急な対応が必要である。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

地域住民や地域事務所などから、情報収集を迅

速に行い、早急な対応が取れる組織体制を構築

しておく必要がある。

行政評価委員会抽出事業

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

集中豪雨や梅雨時期また台風到来時と併せて満

潮時が重なると樋門管理は住民の安全確保のた

め、非常に重要な作業となる。よって、常日頃

から管理委託者と連携し操作等の訓練を行って

おくことが肝要である。

クラフトの里の道の駅化も合わせ、平成31年末

の供用開始に向けて重点化すること。

行政評価委員会抽出事業

（二次評価者コメント）

色々な問題が山積しているが、平成31年度の供

用に向け邁進することを求む。
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平成２7年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

二次評価 外部評価 最終判断

一次評価

番号 事務事業名称 担当課

自己評価

338 伊予地域漁業管理事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

339 双海地域漁業管理事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

340 伊予市漁港管理会事業 農林水産課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

341 漁港施設機能強化事業 農林水産課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

342 市単独土地改良事業 農林水産課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

343 小規模土地改良整備事業 農林水産課 Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

344 団体営土地改良事業 農林水産課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

345 県営ため池等整備事業 農林水産課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

346 中山農業総合センター管理運営事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

347 中山農産加工場管理運営事業 農林水産課 Ｄ Ｄ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙21頁の

とおり

見直しのうえ継続

348 中山フラワーハウス管理運営事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

349 中山農林施設管理運営事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｄ Ｃ Ｃ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙22頁の

とおり

事業の縮小を検討する。

350 双海トレーニングセンター管理運営事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

351 双海基幹集落センター管理運営事業 農林水産課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

352 中山森林公園管理事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

353 双海林業センター管理事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

354 ●【評価対象外】林業総務一般事務 農林水産課 － － － － － － 評価なし

355 林業関係団体負担金等交付事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

356 林業団体育成事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

357 林業振興助成事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

358 松くい虫枯損木伐倒駆除事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

359 松くい虫防除事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

360 森林そ生緊急対策事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

361 ●【評価対象外】林業振興一般事務 農林水産課 － － － － － － 評価なし

362 森林整備地域活動支援交付金事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

363 ●【評価対象外】水産業総務一般事務 農林水産課 － － － － － － 評価なし

364 水産振興事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

365 漁業近代化資金利子補給事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

366 漁業団体育成事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

367 漁業振興助成事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

368 林道管理事業 農林水産課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

369 県営森林基幹道開設事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

370 農山漁村地域整備交付金事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

371 小規模林道整備事業 農林水産課 Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

372 ●【評価対象外】林道一般事務 農林水産課 － － － － － － 評価なし

373 農業用施設単独災害復旧事業 農林水産課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

374 農地・農業用施設災害復旧事業 農林水産課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

375 ●【評価対象外】農業総務一般事務 ブランド推進課 － － － － － － 評価なし

376 ●【評価対象外】農業関係団体負担金等交付事業 ブランド推進課 － － － － － － 評価なし

377 農地中間管理事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

378 農業振興助成事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続
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平成２7年度事務事業

番号 事務事業名称

338 伊予地域漁業管理事業

339 双海地域漁業管理事業

340 伊予市漁港管理会事業

341 漁港施設機能強化事業

342 市単独土地改良事業

343 小規模土地改良整備事業

344 団体営土地改良事業

345 県営ため池等整備事業

346 中山農業総合センター管理運営事業

347 中山農産加工場管理運営事業

348 中山フラワーハウス管理運営事業

349 中山農林施設管理運営事業

350 双海トレーニングセンター管理運営事業

351 双海基幹集落センター管理運営事業

352 中山森林公園管理事業

353 双海林業センター管理事業

354 ●【評価対象外】林業総務一般事務

355 林業関係団体負担金等交付事業

356 林業団体育成事業

357 林業振興助成事業

358 松くい虫枯損木伐倒駆除事業

359 松くい虫防除事業

360 森林そ生緊急対策事業

361 ●【評価対象外】林業振興一般事務

362 森林整備地域活動支援交付金事業

363 ●【評価対象外】水産業総務一般事務

364 水産振興事業

365 漁業近代化資金利子補給事業

366 漁業団体育成事業

367 漁業振興助成事業

368 林道管理事業

369 県営森林基幹道開設事業

370 農山漁村地域整備交付金事業

371 小規模林道整備事業

372 ●【評価対象外】林道一般事務

373 農業用施設単独災害復旧事業

374 農地・農業用施設災害復旧事業

375 ●【評価対象外】農業総務一般事務

376 ●【評価対象外】農業関係団体負担金等交付事業

377 農地中間管理事業

378 農業振興助成事業

行政評価実施事業一覧表

最終判断コメント 二次評価のコメント（参考）

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

一次評価者の課題認識に加え条例等整備とし

て、「伊予市漁港管理条例及び伊予市漁港管理

条例施行規則」の整備を行い漁港管理の適正化

を早急に図る必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

一次評価者の課題認識に加え条例等整備とし

て、「伊予市漁港管理条例及び伊予市漁港管理

条例施行規則」の整備を早急に行う必要があ

る。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

一次評価者の「整備方針について検討が必要で

ある。」の課題認識において、施設の必要性に

ついて地域の意見も踏襲する必要がある。

補助事業での設置であり、備品等々も全て補助

である。きちんとした地元との協定協約もな

い。備品や土地の使用料も含め、どのように地

元の方にやっていただけるか、検討すること。

適化法の適用の有無も調査すること。

評価段階で低評価となっていることから、行政

評価委員会に諮る。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

経年劣化による施設の修繕等が増大しているこ

とから、財政事情を考慮した長寿命化計画を作

成する必要がある。

ペヘレイを廃止した後についても地元へ払い下

げか市が撤去して山林所有者に返すのか検討し

ておくこと。

評価段階で低評価となっていることから、行政

評価委員会に諮る。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

施設解体撤去工事は問題なく完了したが、解体

跡地について、地域住民から公園・広場への整

備要望が出ており、関係課と連携し対応する必

要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

現状を維持して事業を継続とするが、事業の有

効性について、調査・研究を行い明確な根拠の

もと今後の事業の方針を見出す必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

農業従事者の高齢化や後継者難に伴い事業を断

念する事例が発生しており、これの対応につい

ても検討する必要がある。
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平成２7年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

二次評価 外部評価 最終判断

一次評価

番号 事務事業名称 担当課

自己評価

379 ●【評価対象外】農業近代化資金利子補給事業 ブランド推進課 － － － － － － 評価なし

380 農業活性化緊急対策事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

381 環境保全型農業直接支援事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

382 新規就農総合支援事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

383 農業振興団体補助事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

384 ●【評価対象外】農業振興地域整備計画事業 ブランド推進課 － － － － － － 評価なし

385 農業女性グループ育成事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

386 果樹振興対策事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

387 鳥獣害防止対策推進事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

388 柑橘放任園害虫対策事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

389 ●【評価対象外】農業振興一般事務 ブランド推進課 － － － － － － 評価なし

390 戸別所得補償制度推進事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

391 農地集積推進事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

392 経営体育成支援事業 ブランド推進課 Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

393 水田農業構造改革対策事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

394 中山間地域等直接支払交付金事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

395 ●【評価対象外】畜産業振興支出負担事務 ブランド推進課 － － － － － － 評価なし

396 グリーンツーリズム対策事業 ブランド推進課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

397 ●【評価対象外】鳥獣駆除対策一般事務 ブランド推進課 － － － － － － 評価なし

398 鳥獣駆除対策事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

399 地域公共交通システム構築事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙23頁の

とおり

現状のまま継続

400 勤労者教育資金貸付事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

401 駐輪場管理運営事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

402 ●【評価対象外】商工総務一般事務 経済雇用戦略課 － － － － － － 評価なし

403 商工関係団体負担金等交付事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙24頁の

とおり

現状のまま継続

404 消費者相談事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

405 中小企業資金融資事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

406 中小企業資金利子補給事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

407 商工振興助成事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙25頁の

とおり

現状のまま継続

408 企業誘致促進事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

409 観光イベント事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

410 観光振興事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

411 観光団体助成事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

412 ●【評価対象外】観光一般事務 経済雇用戦略課 － － － － － － 評価なし

413 観光関係負担金等交付事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

414 中心市街地活性化推進事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

415 まちづくり推進施設運営事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

416 ●【評価対象外】まちづくり推進一般事務 経済雇用戦略課 － － － － － － 評価なし

417 彩浜館管理運営事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

418 生涯研修センター管理運営事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

419 秦皇山施設管理運営事業 経済雇用戦略課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

420 交流促進センター管理運営事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続
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平成２7年度事務事業

番号 事務事業名称

379 ●【評価対象外】農業近代化資金利子補給事業

380 農業活性化緊急対策事業

381 環境保全型農業直接支援事業

382 新規就農総合支援事業

383 農業振興団体補助事業

384 ●【評価対象外】農業振興地域整備計画事業

385 農業女性グループ育成事業

386 果樹振興対策事業

387 鳥獣害防止対策推進事業

388 柑橘放任園害虫対策事業

389 ●【評価対象外】農業振興一般事務

390 戸別所得補償制度推進事業

391 農地集積推進事業

392 経営体育成支援事業

393 水田農業構造改革対策事業

394 中山間地域等直接支払交付金事業

395 ●【評価対象外】畜産業振興支出負担事務

396 グリーンツーリズム対策事業

397 ●【評価対象外】鳥獣駆除対策一般事務

398 鳥獣駆除対策事業

399 地域公共交通システム構築事業

400 勤労者教育資金貸付事業

401 駐輪場管理運営事業

402 ●【評価対象外】商工総務一般事務

403 商工関係団体負担金等交付事業

404 消費者相談事業

405 中小企業資金融資事業

406 中小企業資金利子補給事業

407 商工振興助成事業

408 企業誘致促進事業

409 観光イベント事業

410 観光振興事業

411 観光団体助成事業

412 ●【評価対象外】観光一般事務

413 観光関係負担金等交付事業

414 中心市街地活性化推進事業

415 まちづくり推進施設運営事業

416 ●【評価対象外】まちづくり推進一般事務

417 彩浜館管理運営事業

418 生涯研修センター管理運営事業

419 秦皇山施設管理運営事業

420 交流促進センター管理運営事業

行政評価実施事業一覧表

最終判断コメント 二次評価のコメント（参考）

行政評価委員会抽出事業

（二次評価者コメント）

一次評価者の課題認識と同感であり、コミュ二

ティバスやデマンドタクシーの利用者は高齢者

や障がい者など交通弱者が大半であることか

ら、この方々への意見も十分に注視することが

大切である。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

せっかくの貸付事業であり、商工会議所や商業

協同組合また建設業協会等の組織団体にも協力

を得て強力に取組む必要がある。

行政評価委員会抽出事業

行政評価委員会抽出事業

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

一次評価者の課題認識のとおりであり、本市に

活力を持たせ、雇用の促進を図り、税収アップ

にも繋がっていく企業誘致の取組みに傾注する

必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

一次評価者の課題認識に加えて、観光協会その

ものが未だに行政頼りの傾向が否めない。意識

改革を行い主体性を持って、各種イベントや自

主事業等の取組みに務める必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

一次評価者の課題認識に加えて、観光協会その

ものが未だに行政頼りの傾向が否めない。意識

改革を行い主体性を持って、各種イベントや自

主事業等の取組みに務める必要がある。
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二次評価 外部評価 最終判断

一次評価

番号 事務事業名称 担当課

自己評価

421 特産品センター管理運営事業 経済雇用戦略課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

422 クラフトの里管理運営事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

423 遊栗館管理運営事業 経済雇用戦略課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｄ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙26頁の

とおり

現状のまま継続

424 ふたみシーサイド公園管理運営事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

425 特産品販売促進事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

426 栗の里公園等管理事業 経済雇用戦略課 Ｃ Ｄ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙27頁の

とおり

さらに重点化

427 JR利用促進対策事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

428 防疫等対策事業 環境保全課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

429 ●【評価対象外】環境衛生一般事務 環境保全課 － － － － － － 評価なし

430 環境保全対策事業 環境保全課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

431 ●【評価対象外】火葬場事業 環境保全課 － － － － － － 評価なし

432 ごみ処理事業 環境保全課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

433 ●【評価対象外】清掃総務一般事務 環境保全課 － － － － － － 評価なし

434 ●【評価対象外】ごみ処理施設組合事業 環境保全課 － － － － － － 評価なし

435 ●【評価対象外】し尿処理施設組合事業 環境保全課 － － － － － － 評価なし

436 節水等推進事業 環境保全課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

437 狂犬病予防等事業 環境保全課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

438 生活環境保全事業 環境保全課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

439 太陽光発電システム設置事業 環境保全課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

440 ごみ減量推進事業 環境保全課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

441 浄化槽設置整備事業 下水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

442 ●【評価対象外】特定環境保全公共下水道事業 下水道課 － － － － － － 評価なし

443 （浄化）施設維持管理事業 下水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

444 （浄化）一般管理事業 下水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

445 ●【評価対象外】(浄化)起債償還元金 下水道課 － － － － － － 評価なし

446 ●【評価対象外】(浄化)起債償還利子 下水道課 － － － － － － 評価なし

447 ●【評価対象外】(浄化)事業予備費 下水道課 － － － － － － 評価なし

448 （特定公下）一般管理事業 下水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

449 ●【評価対象外】(特定公下)起債償還元金 下水道課 － － － － － － 評価なし

450 ●【評価対象外】(特定公下)起債償還利子 下水道課 － － － － － － 評価なし

451 ●【評価対象外】(特定公下)事業予備費 下水道課 － － － － － － 評価なし

452 ●【評価対象外】大平農業集落排水事業 下水道課 － － － － － － 評価なし

453 ●【評価対象外】唐川農業集落排水事業 下水道課 － － － － － － 評価なし

454 ●【評価対象外】中山農業集落排水事業 下水道課 － － － － － － 評価なし

455 ●【評価対象外】公共下水道事業 下水道課 － － － － － － 評価なし
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平成２7年度事務事業

番号 事務事業名称

421 特産品センター管理運営事業

422 クラフトの里管理運営事業

423 遊栗館管理運営事業

424 ふたみシーサイド公園管理運営事業

425 特産品販売促進事業

426 栗の里公園等管理事業

427 JR利用促進対策事業

428 防疫等対策事業

429 ●【評価対象外】環境衛生一般事務

430 環境保全対策事業

431 ●【評価対象外】火葬場事業

432 ごみ処理事業

433 ●【評価対象外】清掃総務一般事務

434 ●【評価対象外】ごみ処理施設組合事業

435 ●【評価対象外】し尿処理施設組合事業

436 節水等推進事業

437 狂犬病予防等事業

438 生活環境保全事業

439 太陽光発電システム設置事業

440 ごみ減量推進事業

441 浄化槽設置整備事業

442 ●【評価対象外】特定環境保全公共下水道事業

443 （浄化）施設維持管理事業

444 （浄化）一般管理事業

445 ●【評価対象外】(浄化)起債償還元金

446 ●【評価対象外】(浄化)起債償還利子

447 ●【評価対象外】(浄化)事業予備費

448 （特定公下）一般管理事業

449 ●【評価対象外】(特定公下)起債償還元金

450 ●【評価対象外】(特定公下)起債償還利子

451 ●【評価対象外】(特定公下)事業予備費

452 ●【評価対象外】大平農業集落排水事業

453 ●【評価対象外】唐川農業集落排水事業

454 ●【評価対象外】中山農業集落排水事業

455 ●【評価対象外】公共下水道事業

行政評価実施事業一覧表

最終判断コメント 二次評価のコメント（参考）

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

特産品センターが担っている役割をもう一度、

原点に立ち返り考察する必要があるのではない

か。オープン当時と現在とでは、大きくさま変

わりをしているのではないか。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

厳しい財政状況の中での改修事業であり、最小

の経費で最大の効果が現れるよう、綿密な協

議・調整が必要である。

評価段階で低評価となっていることから、行政

評価委員会に諮る。

（二次評価者コメント）

施設の経年劣化も見られることから、指定管理

者と話し合いながら長寿命化計画を作成し、財

政部局と協議を行っておく必要がある。併せ

て、存続の是非についても検討する必要がある

のではないか。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

厳しい財政状況の中で改修事業を実施しょうと

しており、最小限の経費で、最大限の事業効果

が現れるよう、事業計画の作成を求む。

中山スマートインターチェンジ開通、道の駅化

構想と連携して事業を進めること。

評価段階で低評価となっていることから、行政

評価委員会に諮る。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

本市の厳しい財政状況からして、市街化調整区

域への公共下水道の延伸や都市計画区域外での

農業集落排水の新規整備は、非常に厳しいもの

がある。よって、浄化槽設置整備事業の促進に

あっては、広報誌やホームページを活用し周知

することは勿論のこと、地域に出向き説明会等

を開催するなど積極的な取組みを行う。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

市設置型で設置した浄化槽においては、使用者

より使用料を徴収し、市が維持管理を行ってい

るが、使用料で維持管理費が賄えていない状況

であり、市の持ち出しが発生している。かた

や、個人設置型で設置した浄化槽にあっては、

使用者が掛かる維持管理費全額を負担してお

り、公平性の観点からして問題が生じている。

よって、できる限り早期に解消を図るため、個

人管理に移行できるよう努力する。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。 使用料について、見直しを検討する。
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平成２7年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

二次評価 外部評価 最終判断

一次評価

番号 事務事業名称 担当課

自己評価

456 (集排)大平地区一般業務 下水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

457 (集排)中山地区一般業務 下水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

458 ●【評価対象外】（集排）大平地区起債償還元金 下水道課 － － － － － － 評価なし

459 ●【評価対象外】（集排）唐川地区起債償還元金 下水道課 － － － － － － 評価なし

460 ●【評価対象外】（集排）中山地区起債償還元金 下水道課 － － － － － － 評価なし

461 ●【評価対象外】（集排）大平地区起債償還利子 下水道課 － － － － － － 評価なし

462 ●【評価対象外】（集排）唐川地区起債償還利子 下水道課 － － － － － － 評価なし

463 ●【評価対象外】（集排）中山地区起債償還利子 下水道課 － － － － － － 評価なし

464 ●【評価対象外】（集排）事業予備費 下水道課 － － － － － － 評価なし

465 ●【評価対象外】（公下）一般管理事業 下水道課 － － － － － － 評価なし

466 (公下)一般業務 下水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

467 ●【評価対象外】(公下)起債償還元金 下水道課 － － － － － － 評価なし

468 ●【評価対象外】(公下)起債償還利子 下水道課 － － － － － － 評価なし

469 ●【評価対象外】(公下)事業予備費 下水道課 － － － － － － 評価なし

470 (集排)大平地区施設管理事業 下水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

471 (公下)施設管理事業 下水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｄ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙28頁の

とおり

さらに重点化

472 (浄化)設置事業 下水道課 Ｃ Ｄ Ｄ Ｃ Ｃ Ｄ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙29頁の

とおり

現状のまま継続

473 社会資本整備総合交付金事業 下水道課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙30頁の

とおり

現状のまま継続

474 防災・安全交付金事業 下水道課 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙31頁の

とおり

さらに重点化

475 (集排)中山地区施設管理事業 下水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

476 （特定公下）維持管理事業 下水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

477 学校給食センター整備事業 教育総務課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

478 教育委員会運営事業 教育総務課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

479 通学バス運行事業 教育総務課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

480 ●【評価対象外】教育委員会事務局一般事務 教育総務課 － － － － － － 評価なし

481 教育補助事業 教育総務課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

482 特別支援教育事業 教育総務課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

483 ＡＬＴ派遣事業 教育総務課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

484 教員住宅管理運営事業 教育総務課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

485 学校給食運営事業 教育総務課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

486 給食センター運営事業 教育総務課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

487 小学校修繕事業 学校教育課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

488 小学校営繕事業 学校教育課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

489 小学校運営事業 学校教育課 Ａ Ｃ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

490 小学校パソコン教室運営事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

491 小学校児童扶助事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

492 小学校教育推進事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

493 ●【評価対象外】小学校教育振興一般事務 学校教育課 － － － － － － 評価なし

494 小学校理科教育設備整備事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

495 中学校修繕事業 学校教育課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

496 中学校営繕事業 学校教育課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

497 中学校運営事業 学校教育課 Ａ Ｃ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

498 中学校パソコン教室運営事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

499 中学校生徒扶助事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

500 中学校教育推進事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

501 ●【評価対象外】中学校教育振興一般事務 学校教育課 － － － － － － 評価なし
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平成２7年度事務事業

番号 事務事業名称

456 (集排)大平地区一般業務

457 (集排)中山地区一般業務

458 ●【評価対象外】（集排）大平地区起債償還元金

459 ●【評価対象外】（集排）唐川地区起債償還元金

460 ●【評価対象外】（集排）中山地区起債償還元金

461 ●【評価対象外】（集排）大平地区起債償還利子

462 ●【評価対象外】（集排）唐川地区起債償還利子

463 ●【評価対象外】（集排）中山地区起債償還利子

464 ●【評価対象外】（集排）事業予備費

465 ●【評価対象外】（公下）一般管理事業

466 (公下)一般業務

467 ●【評価対象外】(公下)起債償還元金

468 ●【評価対象外】(公下)起債償還利子

469 ●【評価対象外】(公下)事業予備費

470 (集排)大平地区施設管理事業

471 (公下)施設管理事業

472 (浄化)設置事業

473 社会資本整備総合交付金事業

474 防災・安全交付金事業

475 (集排)中山地区施設管理事業

476 （特定公下）維持管理事業

477 学校給食センター整備事業

478 教育委員会運営事業

479 通学バス運行事業

480 ●【評価対象外】教育委員会事務局一般事務

481 教育補助事業

482 特別支援教育事業

483 ＡＬＴ派遣事業

484 教員住宅管理運営事業

485 学校給食運営事業

486 給食センター運営事業

487 小学校修繕事業

488 小学校営繕事業

489 小学校運営事業

490 小学校パソコン教室運営事業

491 小学校児童扶助事業

492 小学校教育推進事業

493 ●【評価対象外】小学校教育振興一般事務

494 小学校理科教育設備整備事業

495 中学校修繕事業

496 中学校営繕事業

497 中学校運営事業

498 中学校パソコン教室運営事業

499 中学校生徒扶助事業

500 中学校教育推進事業

501 ●【評価対象外】中学校教育振興一般事務

行政評価実施事業一覧表

最終判断コメント 二次評価のコメント（参考）

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

特に、唐川地区の未接続者への接続促進につい

て、地域に出向き説明会等を開催するなど積極

的に取組む。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。 使用料について、見直しを検討する。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。 使用料について、見直しを検討する。

下水浄化センターの脱水機が１基しかなく、耐

用年数も過ぎている。長寿命化を図るととも

に、最低もう１基整備すること。

評価段階で低評価となっていることから、行政

評価委員会に諮る。

評価段階で低評価となっていることから、行政

評価委員会に諮る。

行政評価委員会抽出事業

（二次評価者コメント）

財政状況が非常に厳しい現状であることから、

財政部局と十分な協議が必要である。

下水道事業の汚水管渠から雨水管渠に整備を移

行すること。

行政評価委員会抽出事業

（二次評価者コメント）

財政状況が非常に厳しい現状であることから、

財政部局と十分な協議が必要である。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

配膳室工事について、適切に事業推進を図って

いかなければならない。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

平成28年度は、1学期の間は引き続き調理室を

適切に使用し、2学期以降の新給食センターへ

円滑な移行を行うこと。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

新給食センターへ円滑に移行できるよう、職員

の研修をはじめ、様々な対応について十分に検

討する必要がある。
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平成２7年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

二次評価 外部評価 最終判断

一次評価

番号 事務事業名称 担当課

自己評価

502 中学校理科教育設備整備事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

503 港南中学校改築補助事業 学校教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ

既に廃止、又は廃止が

決定した事業である。

事業を休止、廃止する。

504 中学校外構工事事業 学校教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

505 幼稚園修繕事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

506 幼稚園運営事業 学校教育課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

507 就園奨励費補助事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

508 児童生徒健康診断事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

509 学校体育大会運営事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

510 結核対策委員会事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

511 保健体育総務一般事務 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

512 中山小学校耐震補強事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

既に廃止、又は廃止が

決定した事業である。

事業を休止、廃止する。

513 小学校外構工事事業 学校教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

514 中山中学校屋内運動場耐震補強事業 学校教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ

既に廃止、又は廃止が

決定した事業である。

事業を休止、廃止する。

515 図書館運営事業 社会教育課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

516 図書館・文化ホール等管理運営計画策定事業 社会教育課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

517 生涯学習推進事業 社会教育課 Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

518 放課後子ども教室運営事業 社会教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

519 家庭教育・子育てサポート事業 社会教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

520 文化財保護事業 社会教育課 Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

521 社会教育活動事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

522 文化振興事業 社会教育課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

523 社会教育関係団体助成事業 社会教育課 Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

524 青少年問題協議会運営事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

525 青少年センター運営事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

526 ●【評価対象外】社会教育総務一般事務 社会教育課 － － － － － － 評価なし

527 伊予市内遺跡発掘調査等事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

528 ふるさと創生館運営事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

529 スポーツ推進委員活動事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

530 社会体育事業運営事業 社会教育課 Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

531 社会体育施設管理事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

532 体育大会補助事業 社会教育課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

533 社会体育団体育成事業 社会教育課 Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

534 生活改善センター管理運営事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

535 中山林業センター管理運営事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

536 社会教育指導員設置事業 社会教育課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

537 公民館修繕事業 社会教育課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

538 地区公民館運営活動助成事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

539 公民館一般事務 社会教育課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙32頁の

とおり

現状のまま継続

540 〔4720〕中山地域公民館活動事業 社会教育課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

541 〔4720〕双海地域公民館活動事業 社会教育課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

542 〔4720〕伊予地域公民館活動事業 社会教育課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

543 人権同和教育事業 社会教育課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

544 人権教育団体育成事業 社会教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

545 緑風館運営事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

546 唐川コミュニティセンター運営事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

547 ふれあい館運営事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

548 政策推進事業 未来づくり戦略室 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

549 総合計画等推進事業 未来づくり戦略室 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

550 ●【評価対象外】市長秘書事務 未来づくり戦略室 － － － － － － 評価なし

551 〔575〕行政評価運用事業 未来づくり戦略室 Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ａ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

552 〔575〕行政改革実施計画進捗管理事務 未来づくり戦略室 Ａ Ｃ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

553 あじの郷づくり事業 未来づくり戦略室 Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

554 (水道)水道料金収納徴収事業 水道課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続
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平成２7年度事務事業

番号 事務事業名称

502 中学校理科教育設備整備事業

503 港南中学校改築補助事業

504 中学校外構工事事業

505 幼稚園修繕事業

506 幼稚園運営事業

507 就園奨励費補助事業

508 児童生徒健康診断事業

509 学校体育大会運営事業

510 結核対策委員会事業

511 保健体育総務一般事務

512 中山小学校耐震補強事業

513 小学校外構工事事業

514 中山中学校屋内運動場耐震補強事業

515 図書館運営事業

516 図書館・文化ホール等管理運営計画策定事業

517 生涯学習推進事業

518 放課後子ども教室運営事業

519 家庭教育・子育てサポート事業

520 文化財保護事業

521 社会教育活動事業

522 文化振興事業

523 社会教育関係団体助成事業

524 青少年問題協議会運営事業

525 青少年センター運営事業

526 ●【評価対象外】社会教育総務一般事務

527 伊予市内遺跡発掘調査等事業

528 ふるさと創生館運営事業

529 スポーツ推進委員活動事業

530 社会体育事業運営事業

531 社会体育施設管理事業

532 体育大会補助事業

533 社会体育団体育成事業

534 生活改善センター管理運営事業

535 中山林業センター管理運営事業

536 社会教育指導員設置事業

537 公民館修繕事業

538 地区公民館運営活動助成事業

539 公民館一般事務

540 〔4720〕中山地域公民館活動事業

541 〔4720〕双海地域公民館活動事業

542 〔4720〕伊予地域公民館活動事業

543 人権同和教育事業

544 人権教育団体育成事業

545 緑風館運営事業

546 唐川コミュニティセンター運営事業

547 ふれあい館運営事業

548 政策推進事業

549 総合計画等推進事業

550 ●【評価対象外】市長秘書事務

551 〔575〕行政評価運用事業

552 〔575〕行政改革実施計画進捗管理事務

553 あじの郷づくり事業

554 (水道)水道料金収納徴収事業

行政評価実施事業一覧表

最終判断コメント 二次評価のコメント（参考）

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

双海給食センター解体及び双海中学校外構工事

を適切に実施する必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

中山給食センター解体及び中山小学校外構工事

を、計画的（平成29年度予定）に進めていかな

ければならない。

行政評価委員会抽出事業

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

社会教育集会所を、他の集会所と同様に、地域

へ譲渡することを検討する必要がある。
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平成２7年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

二次評価 外部評価 最終判断

一次評価

番号 事務事業名称 担当課

自己評価

555 (水道)電算委託事業 水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

556 (水道)水道メーター検針委託事業 水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

557 ●【評価対象外】(水道)企業債支払利息 水道課 － － － － － － 評価なし

558 ●【評価対象外】(水道)企業債元金償還金 水道課 － － － － － － 評価なし

559 (簡水)維持管理事業 水道課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

560 ●【評価対象外】（簡水）事業予備費 水道課 － － － － － － 評価なし

561 (飲供)維持管理事業 水道課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

562 ●【評価対象外】(飲供)事業予備費 水道課 － － － － － － 評価なし

563 (水道)配・給水管等漏水修理事業 水道課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

564 ●【評価対象外】(水道)事業予備費 水道課 － － － － － － 評価なし

565 簡易水道運営事業 水道課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

566 飲料水供給施設事業 水道課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

567 (水道)道路改良関連事業 水道課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

568 (水道)漏水調査事業 水道課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

569 （水道）給配水装置点検等事業 水道課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

570 (簡水)一般管理事業 水道課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

571 ●【評価対象外】(簡水)起債償還元金 水道課 － － － － － － 評価なし

572 ●【評価対象外】（簡水）起債償還利子 水道課 － － － － － － 評価なし

573 (飲供)一般管理事業 水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

574 ●【評価対象外】(飲供)起債償還元金 水道課 － － － － － － 評価なし

575 ●【評価対象外】(飲供)起債償還利子 水道課 － － － － － － 評価なし

576 （簡水）上灘地区簡易水道統合整備事業 水道課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙33頁の

とおり

現状のまま継続

577 (水道)水源地管理事業 水道課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

578 （水道）水道メーター改造事業 水道課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

579 (水道)配水地等清掃事業 水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

580 (水道)検定満期メーター取替事業 水道課 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

581 飲用井戸整備事業 水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

582 （水道）老朽管更新事業 水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

583 (水道)公共下水道関連事業 水道課 Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

584 (水道)単独事業 水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

585 (水道)水のたいせつ啓発事業 水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

586 出納事務 会計課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

587 議会運営事業 議会事務局 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙34頁の

とおり

現状のまま継続

588 特別委員会運営事業 議会事務局 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

589 農業委員会一般事務 農業委員会事務局 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

590 公平委員会事務 行政委員事務局 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

591 固定資産評価審査委員会事務 行政委員事務局 Ｂ Ｃ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

592 選挙管理委員会運営事務 行政委員事務局 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

593 選挙啓発事業 行政委員事務局 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

594 愛媛県議会議員選挙事業 行政委員事務局 Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

595 監査委員運営事務 行政委員事務局 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続
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平成２7年度事務事業

番号 事務事業名称

555 (水道)電算委託事業

556 (水道)水道メーター検針委託事業

557 ●【評価対象外】(水道)企業債支払利息

558 ●【評価対象外】(水道)企業債元金償還金

559 (簡水)維持管理事業

560 ●【評価対象外】（簡水）事業予備費

561 (飲供)維持管理事業

562 ●【評価対象外】(飲供)事業予備費

563 (水道)配・給水管等漏水修理事業

564 ●【評価対象外】(水道)事業予備費

565 簡易水道運営事業

566 飲料水供給施設事業

567 (水道)道路改良関連事業

568 (水道)漏水調査事業

569 （水道）給配水装置点検等事業

570 (簡水)一般管理事業

571 ●【評価対象外】(簡水)起債償還元金

572 ●【評価対象外】（簡水）起債償還利子

573 (飲供)一般管理事業

574 ●【評価対象外】(飲供)起債償還元金

575 ●【評価対象外】(飲供)起債償還利子

576 （簡水）上灘地区簡易水道統合整備事業

577 (水道)水源地管理事業

578 （水道）水道メーター改造事業

579 (水道)配水地等清掃事業

580 (水道)検定満期メーター取替事業

581 飲用井戸整備事業

582 （水道）老朽管更新事業

583 (水道)公共下水道関連事業

584 (水道)単独事業

585 (水道)水のたいせつ啓発事業

586 出納事務

587 議会運営事業

588 特別委員会運営事業

589 農業委員会一般事務

590 公平委員会事務

591 固定資産評価審査委員会事務

592 選挙管理委員会運営事務

593 選挙啓発事業

594 愛媛県議会議員選挙事業

595 監査委員運営事務

行政評価実施事業一覧表

最終判断コメント 二次評価のコメント（参考）

行政評価委員会抽出事業

行政評価委員会抽出事業
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